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まえがき 



この 規格 は， 工業 標準化 法に 基づき， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 日本 
工業規格 である。 

これによ つて， JIS 8 0013:2002 は 改正され， この 規格に 置き換えられた。 
こ の 規格 は ， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部 力、 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 又は 実用新案 権に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 
を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 及び 実 
用 新案 権 に 関わる 確認 について， 責任 はも た ない。 



(2) 



著作権法 により 無断での 複製， 転 1» は 禁止され ております。 
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消費生活 製品の 報知 音 

Guidelines for older persons and persons with disabilities- 
Auditory signals for consumer products 

序文 

この 規格 は， 2010 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 24500 を 基に， 対応す る 部分に ついては 対応 国際 規 
格 を 翻訳し， 技術的 内容 を 変更す る ことなく 作成した 日本工業規格 である 力 S 対応 国際規格に は 規定され 
ていない 規定 項目 （入力 無効 音） を 日本工業規格 として 追加して いる。 

なお， この 規格で 点線の 下線 を 施して ある 箇所 は， 対応 国際規格に はない 事項で ある。 変更の 一覧表に 
その 説明 を 付けて 附属 書 JA に 示す。 

現在， 消費者 は， 様々 な 消費生活 製品， すなわち 家庭 電化製品， 情報通信^ 器， ガス 燃焼 機器， 玩具， 
衛生設備 機器， 健康 器具， 写真機な どに 囲まれて いる。 それらの 製品の 報知 音 は， その 製品が 通常 使用 さ 
れる 様々 な 環境で 容易に 聞き取れ， 報知 目的 を 理解で きる よう に 設計され なければ ならない。 

この 規格 は， 視覚 障害者 及び 加齢 性 難聴 を もつ 高齢者 を 含む 全ての 使用者が 消費生活 製品 を 使用す る と 
き の， 製品で 用 い られる 報知 音の ユーザ ビ リ ティ 及ぴァ クセシ ビ リ ティ を 向上 させ， それに よ つて ヶも品 自 
体 を 改善す るた めに 制定され たもので ある。 ここで， 高齢者と は， 加齢 性の 聴力 変化が 顕著に みられる よ 
うになる 65 歳 以上の 者 を 指す。 

こ の 規格で 規定され る 報知 音の 時間 パ ターン は， 様々 な 年齢 及び 視覚 障害の 程度の 者が 参加 し た 実験の 
結果に 基づいて 規定され た。 それらの 報知 音 は， 聴取者 力た 報知 目的 を 容易に 理解で き， 力、 つ， 異なる 区分 
の 報知 音 どう し を 混同し に く いこと 力 確認され ている。 

この 規格 は， JISZ8071 で 提示され， ISO/TR 22411 で 強調され たァ クセシ ブル デザィ ンの 原理 を 採用し 
ている。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 視覚 又は 聴覚の 障害の 有無に かかわらず， 使用者が 消費生活 製品 を 使用す る 際に， その 操 
作 又は 状態 を 知らせる 手段と して 用いられる 報知 音に ついて 規定す る。 この 規格 は， 製品の 種類 及び 使用 
条件に 応じて 適切に 適用され る ことが 望ま しい。 

この 規格 は， 一般に 使用され る， 周波数が 一定の 報知 音 （ビープ 音と も 呼ばれる。） に 適用 可能で ある。 
周波数 変化 音 又は メロ ディ 音 に 適用して はならない。 

また， この 規格 は， 火災 報知 音， ガス 漏れ 警報音， 防犯 警報音な ど， 他の 法制で 規制され ている 音に は 
適用し ない。 さらに， 電子 チャイム， 音声 ガイド， 電話機な どの 通信 機器 特有の 音に も 適用し ない。 この 
規格 は， 公共 又は 労働の 場所に おける 危険信号 音 は 規定し ない （それらの 音 は， ISO 7731, ISO 8201, 及 
び ISO 11429 を 参照）。 
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この 規格 は， 専門家が 使用す る 機械 及び 装置に は 適用し ない。 また， 消費生活 製品の 報知 音の 音 圧レべ 
ル値は 規定し ない。 

注記 1 ァ クセシ ブル デザィ ンを 志向 し た 音 圧 レベル 値の 決定 方法 は， JIS S 0014 を 参照。 
注記 2 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

ISO 24500:2010, Ergonomics 一 Accessible design — Auditory signals for consumer products (MOD) 
なお， 対応の 程度 を 表す 記号" MOD" は， 1SO/IEC Guide 21-1 に 基づき， "修正して いる" 

こ と を 示す。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 この 引用 
規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 
JIS Z 8106 音響 用語 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60050-801, International Electrotechnical Vocabulary -Chapter 801: Acoustics 
and electroacoustics (IDT) 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JISZ8106 による ほか， 次に よる。 

3.1 

幸 S 知き uuditory signal) 

使用者が 製品 を 正しく 使用す るた めに 役立つ 情報 を 伝える 目的で 製品から 発せられる 音。 
3.2 

fed 乍 ^operation; 

ある 目 的 を 達成す るた め に 製品 に 対し て 使用者が 行 う 行為。 
3.3 

ま 荣作確 音 (operation coniirmation signal) 

使用者が 製品 を 操作す る 行為 を 行った 直後に 製品の 応答 を 知らせる 音。 

注記 操作 確認 音 は， 受付' スタート 音， ^^^(癭11音;..停止音及び基点音からなる。 

3.3.1 

お 付 ' ス夕 一 卜 音 (.reception and start signal) 

製品 を 作動 開始 さ せ る 又は 操作す る 使用者の 行為 を 受 け 付 け たこと を 知らせる 報知 音。 
3,3,2 

製 にきき 作- 1 を 使き 者 _<^_ff 為-お 素せ せ は なヒ にしき _ ぎら i を 1 き竟 
3.3.3 

停止 音 vstOD Signal) 

製品の 作動 を 停止させる 使用者の 行為 を 受け付け たこと を 知らせる 報知 音。 
3.3.4 

fe 点 曰 （^starting position signal) 

使用者が 一つ の ボタン を 繰り返し 押して メニュー を 切り換える ときに， 基準と なる 又は 開始の 位置 を 知 
ら せる 報知 音。 
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3.4 

終了 音 （end signal) 

製品の 作動が 終了した こ と を 知らせる 音。 
3.5 

) 王 思 音 (caution signal) 

製品が 単独で は 正常な 状態で 作動で きない こと を 知らせる 音。 
注記 1 注意 音 は， 緊急 信号 音 及び 警報音と は 目的が 異なる。 ！：^^^急信号音及び警報音は， 公共 及び 労 

働の 場所に おいて 人々 に 重大な 危険 状況 を 知らせる 信号で ある (ISO 7731 を 参照）。 
注記 2 注意 音 は， 報知 内容の 重要 度に よって 弱 注意 音 及び 強 注意 音の 2 種類に 区分され る。 

3.5.1 

弱 注思肯 vweaK caution signal) 

操作 間違いへの 注意 を 喚起し， 使用者に 製品の 再 設定 又は 操作の 補助 を 要求す る 報知 音。 
例 洗濯機の 蓋が 開いた 状態で ある こと を 知らせる 報知 音。 

3.5.2 

強 あ m 音 (strong caution signal) 

製品 操作 を 中断し， 操作 続行の 前に 何ら かの 異常 を 正す た め に 使用者が 介入す る 必要性 を 知らせる 報知 

例 過 加熱の ため， 電気 オーブン 力 幼 D 熱 を 中止した こと を 知らせる 報知 音。 

3.6 

ON 時間 (ON time) 

音が 鳴って いる 時間。 
3.7 

OFF 時間 (OFF time) 

音が 鳴って いない 時間。 
3.8 

ON/OFF パターン (ON/OFF pattern) 

報知 音 を 構成す る ON 時間 と OFF 時間 と の 系列。 

4 製品の 報知 音の 一般 要求 事項 
4.1 使用者に よる 音量 制御 

聴力， 製品からの 距離， 周囲の 環境 音な どの 影響に 応じて， 使用者が 報知 音の 音量 を 変えられる ことが 
望ま しい。 

注記 騒音 下にお ける 報知 音の 音量の 設定 及び 調整の 詳細な 方法に ついては， JISS0014 を 参照。 
4.2 注意 音の 繰返し 

注意 音 は， 報知の 原因が 存在す る 間 鳴 り 続 けな ければ な ら ない。 
4.3 報知 音の 基本周波数 

報知 音の 基本周波数 は， 2.5 kHz を 超えない こ とが 望ましい。 
注記 1 "基本周波数" の 定義 は， JIS Z 8106 による。 

注記 2 加齢 性の 聴力 低下の ある 高齢 使用者の 多く は， 高い 周波数の 音の 聞き取りに 困難が ある。 
注記 3 報知 音の 聞こえ は， 周波数 だけで な く 音 圧 レベルに も 依存す る。 報知 音の 音量の 設定 及び 調 
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整 の 詳細 な 方法 について は， J IS S 0014 を 参照。 
4.4 報知 音の 周波数の 選択 

聞き取り やすい 報知 音 を 聴覚 障害の ある 使用者が 選択で きる よ う ， 製品に は 報知 音の 周波数に 幾つかの 
選択肢 を 設ける ことが 望ましい。 
4.5 複合 音の 使用 

製品に は， 複合 音 （二つ 以上の 周波数 成分 を もつ 報知 音） を 用いる のが 望ましい。 
注記 1 "複合 音" の 定義 は， JISZ 8106 による。 

注記 2 複合 音 は， 一部の 周波数に 聴覚 障害の ある 者に とって， 純 音 性の 報知 音よりも 聞き取り やす 
い。 . 
4.6 報知 音の 停止 

注意 音 を 除いて， 使用者が 報知 音 を 止める 手段 を 設ける ことが 望ましい。 

5 報知 音の 時間 パターン 
5.1 概要 

報知 音 は， 音声に よる 説明よりも 抽象的で ある。 そのため， 報知 音の 時間 パターン は， 次のように 設計 
する ことが 望ましい。 

一 使用者に 情報 を 追加して 与えな く て も 理解で きる。 

- 同 じ 製品 内で 使用 される 報知 音 又は 同時に 同じ ナる 所で 使用 される 他の 製品の 報知 音 と 混同 さ れ ない。 
5.2〜5.4 の 報知 音の 時間 パターン を， 各 区分の 報知 音と して 使用す る。 

注記 時間 パターン は， 使用者が， ある 報知 音 を 他の 報知 音から 区別す るた めの 頑強な 手がかり であ 
る。 したがって， 報知 音の 時間 パターン は， 周波数， 音色な どの 他の 音響 特性よりも 効果的に 
使用す る ことができる。 
5.2 操作 確認 音 

操作 確認 音の ON/OFF パターン は， 表 1 による。 



著作権法 により 無断での 複製， ！ litW は 禁止され ております。 
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表 1 一 操作 確認 音の ON/OFF パターン 



報知 音の 
区分 


ON 時間 

S 


OFF 時間 
s 


線 返し 


擬音 語 表現 


パターン 


？^, /斗 . 

スタート 音 


0.1〜0.15 




1 1 旦 1 


ヒ ッ 




ON 




1 +4l:(^;^ft 立 
/^JjJ}\k 7-Jj 曰 


UN 1 — U. 1 


U . I 


1 \B.\ 


ヒッ ヒ" ~ 




ONI 0N2 




ON2 = 0.5 
















停止 音 


0.5〜0.6 




1 问 


ピー 




ON 
















基点 音 


0.05〜0.075 


0,05〜0.075 


1 回 


ピピッ （早い） 


( 


〕N1 




on: 


) 


OFF 

0N1=0N2 

ONI ^ OFF, 0N2 さ OFF 



5.3 終了 音 

終了 音の ON/OFF バタ一 ンは， 表 2 による。 必要に応じて， 二つ 以上の 報知 音 を 一つの 製品に 用いても 
よい。 

終了 音 は， 表 2 の 時間 パターンの 順序に かかわり なく， 各 区分から 適切に 選択して よい。 
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表 2 — 終了 音の ON/OFF パターン 



報知 音の 
区分 



ON 時間 



OFF 時間 



繰返し 



ペ 夕ーン 



製品が 手に 届 
く 場所で 聞 く 

場合 a) 



0.5〜1.0 



1 回 



ピー 



ON 



ONI =0.1 
ON2 = 0.8 



1 回 



ピピピ ピー 
(ゆつ く り） 



Om ON 1 ONI 0N2 



OFF OFF OFF 



製品から 離れ 
た 場所で 聞く 

場合 b) 



0.3〜0.8 



0.5〜1.0 



ヒッ， ヒッ， ヒ 
ッ, C ッ， … 

( - --定 回数， ゆ 
つ く り） 



ON 



OFF 

ON ^ OFF 

繰返し 回数 は 任意で ある 力 s， 通常 回数 は 多 
い 方が 高齢 使用者に は 有益で あ る 。 



ON1-0. 
0N2 = 1. 



0.8 



1 回 



ヒッ， ヒッ. 

ッ， ヒー 
(ゆつ く り） 



ピ 



0N1 0N1 0N1 0N2 



OFF OFF OFF 

ONI の回敌 は， 3 回 又は 4 回と する。 



ON1=0.1 
ON2 = 0.5 



OFF 1=0.1 
OFF2 = 0.5 



繰 返 し 



ヒ ヒー ッ， 
ピ ピー ッ， … 

(一定 回数， ゆ 
つくり） 



0N1 0N2 



OFF] 0FF2 
繰返し 回数 は 任意で ある 力、 通常 画 数 は 多 
レ ^ 方が 高齢 使用者に は 有益で あ る 。 



注 め 例 え ば， テ 一 プの卷 戻 し が 終わ つたこと を， すぐ 近くに いる 使用者に 知らせる テープ レコー ダの 報知 音 
例えば， 離れた 場所に いる 使用者に 洗濯が 終わった こと を 知らせる 洗濯機の 報知 音 



5.4 注意 音 

注意 音の ON/OFF パターン は， 表 3 による。 必要に応じて， 二つ 以上の 報知 音 を 一つの 製品に 用いても 

よい。 

例 複写機の 紙切れの 報知 音 又は トナー 切れの 報知 音。 
注意 音 は， 表 3 の 時間 パターンの 順序に かかわり なく， 各 区分から 適切に 遠択 してよ い。 
強 注意 音 は， 使用者が 介入す るまで 繰り返す ことが 望ましい。 



著作 摘 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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表 3 — 注意 音の ON/OFF パターン 



報知 音の 
区分 



ON 時間 



OFF 時間 



,课 返 し 



ペ ターン 



強 注意 音 



0.1 



0.1 



ft'MM し 



ピピ ピ… 
(早く， 連続 的） 



ON 



OFF 



ON = OFF 



0.1〜0.3 



0.05〜0.15 



蝶 返 し 



ピー ピー ピー- 

(連続 的） 



ON 



OFF 



ON > OFF 



弱 注意 音 



0.2〜0.25 



探; れ 



ヒー ッ， ピ 一ッ， 
… （連続 的） 



ON 



OFF 



0.1 



OFF! =0.05 
OFF2 = 0.5 



繰返し 



ヒ t: ッ， ヒ t: ッ 
… （間け つ 的） 



ON ON 



OFFi 0FF2 
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附属 書 JA 
(参考) 

JIS と 対応 国際規格との 対比 表 



J1S S 0013:201 1 高餹者 • 障害者 配慮 設計 指針 一 消費生活 製品の 報知 音 


ISO 24500:201 0, Ergonomics — Accessible design ― AuditoTV signals ror consumer 
products 


(I)JIS の 規定 


(II) 

国 li: 規 格 
番号 


(III) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格との 技術的 差異の 箇条 
ごとの 評価 及び その 内容 


(V)JIS と 国際規格 と の 技術的 差 
異の 理由 及び 今後の 対策 


筒条 番号 
及び 題名 


内容 


箇条 番 
号 


内容 


箇条 ご と 
の 評価 


技術的 差異の 内容 


3 用語 及 
び 定義 


3.3.2 

入力 無効 音 






J1S と ほぼ 同じ。 


追加 


"入力 無効 音" の 定義 を 追加。 
操作 確認 音の 注記に， 操作 確 
認音は 入力 無効 音 を 含む こ と 

を 述。 


我が国で は， 事務; 議潘に 広 く 使わ 

れ ている ため。 

ISO 規格の 改正 時に 提案 を 検討 

する。 


5 1^ ヲ知音 
の 時間 パ 
ターン 


5.2 操作 確認 音 

表 1 一 操作 確認 音の 

ON/OFF パターン 
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JTS と ほぼ 同じ。 


追加 


入力 無効 音の ON/OFF ノく夕 一 

ンを 規定。 


我が国で は， 事務機器に 広く 使わ 

れ ている ため。 

ISO 規格 の 改正 時 に 提案 を 検討 

する。 



JIS と 国&; Sil 格 と の 対応の 程度の 全体 評価 ： ISO 24500:2010, MOD 



注記 1 箇条 ご と の 評価 欄の 用語の 意味 は， 次に よる。 

一 追加 国際規格 にな い 規定 項 目 又は 規定 内容 を 追加して いる, 
注記 2 JIS と 国際規格 と の 対応の 程度の 全体 評価 欄の 記号の 意味 は， 次 による。 

一 MOD 国賺 規格 を 修正して いる。 
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JIS S 0013： 2011 
高齢者 。 障害者 配慮 設計 指針 一 消費生活 製品の 報知 音 

角? 5^ 



この 解説 は， 規格に 規定 • 記 載した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行す る もので あり， これに 関する 問合せ 先 は， 財団法人 
日本規格協会 である。 

1 今回までの 改正の 経緯 

1.1 JIS S 0013:2002 制定までの 経緯 

日本 工業 標準 調査 会が 1998 年に 提出した" 高齢者 • 障害者に 配慮した 標準化 政策の あり方に 関する 建議" 
に 基づき， 配慮 製品の 標準化 調査 研究の ため， 1998 年 6 月， 財団法人 日本規格協会に "高齢者 • 障害者 配 
慮 生活 用品 標準化 調査 委員会" （委員会 長： 西 原 主計） が 構成され た。 さらに， 報知 音に 関する 配慮 設計 を 
検討す るた めに "操作 部 ワーキンググループ" が 設置され， 2001 年 3 月までに JIS 原案 作成の 審議が 行わ 

れた。 

原案 作成に 当たって は， 財団法人 家電 製品 協会が 作成した "家電 製品に おける 操作 性向 上の ための 報知 
音に 関する ガイ ドラ イン 案 （1999 年 8 月）" 及び "家電 製品の 報知 音 モニター 調査 （2001 年 3 月）" が 参考 
にされ た。 関係す る 団体に は 書面で JIS 原案の 審議が 依頼され， 各団体からの 意見 も 踏まえて 最終 原案が 
作成され た。 

最終 原案 は， 2001 年 9 月 に 開催され た 日本 工業 標準 調査 会 消費生活 技術 専門 委員会 （委員会 長 ： 小川 昭 
ニ郎） の 審議 を 経て， 2002 年 1 月に JIS 80013:2002 (高齡 者。 障害者 配慮 設計 指針— 消費生活 製品の 報知 
音） として 制定され た （以下， 旧規 格と いう。）。 
1.2 J IS S 0013:2002 制定 後の 経緯 

2003 年 6 月， 日本 工業 標準 調査 会 消費 政策 特別委員会 は， 提言 書 "高齢者 • 障害者への 配慮に 係る 標準 
化の 進め 方" を 作成した。 その 提言 書に 基づき， 2007 年 1 月に 旧規 格の 国際規格 化が ISO に対して 中国 及 
ぴ 韓国 と 共同で 提案され た。 こ の 国際規格の 原案 は， 特別な 配慮 を 必要 とする 人々 の 物理的 環境に 関わ る 
ワーキンググループ， ISO/TC159/SC5/WG5 (議長： 倉片憲 治） で 検討され た。 原案 審議に 当たり， 独立 
行政法 人 産業 技術 総合 研究所 人間 福祉 医 工学 研究 部門 は， 平成 18 年度〜 20 年度に 実施した 基準 認証 研究 
開発 事;:;;^ "ァ クセシ ブル デザイン 技術の 標準化" において， 旧規 格に 規定され た 時間 パターンの 国 I な 的な 
通用 性 を， アメリカ， 韓国 及び ドイツと 共同で 実験的に 確認した [実験の 詳細 及び 結果に ついては， 本体 
の 参考文献 [9] 及び 解説の 7.2 b) を 参照]。 原案 は 投票に よって 承認され， 2010 年に 対応 国際規格 ISO 24500， 
Ergonomics ― Accessible design ― Auditory signals for consumer products が 発行 される に 至った。 

この 対応 国際規格 は， 技術的に は 旧規 格から 大きな 変更 を 施す ことなく 発行され た。 しかし， 原案 作成 
の 過程に おいて， ま _ もっかの 箇条の 削除 （箇条 5 参照） 及び 箇条の 構成の 変更が なされた。 また， 国際規格 
原案の 投票に 当たり， 社団法人 ビジネス 機械 • 情報 システム 産業 協会から， "入力 無効 音" を 新たな 報知 音 
として 追加す る ことが 提案され た。 そのため， 国際 標準 共同研究 開発 事業 "ァ クセシ ブル デザインの 体系 
的 技術に 関する 標準化" において， 2009 年 9 月に JIS WG (代替 様式 • 報知 音） 委員会 （委員会 長： 青木 

解 1 
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和 夫） が 財団法人 共用 品 推進機 構に 組織され， それ を JIS 原案 作成 委員会と して ISO 24500 に 対応した JIS 
改正 原案が 作成され た。 

この J1S 原案 を 主務大臣 である 経済 産業 大臣に 申出し， 日本 工業 標準 調査 会で 審 I ぉリ と, もされ， 平成 23 年 
3 月 22 日付で 公示され た。 

2 今回の 改正の 趣旨 

今回の 改正 は， ISO 24SO0 に 対応 させて 旧規 格の 記述 を 変更す る こと， 及び "入力 無効 音" を 新たな 報 
知 音と して 規定す る こと を 目的と した。 

3 審議 中 に 特に 問題と な つ た 事項 

ルーム エアコン ディ ショナ の 設定 温度 を， リ モー ト コ ン トロール 装置な どの ボタン を 押して 調節す ると 

き， 設定 可能 範囲の 上端 及び Z 又は 下端に 到達した こと を 知らせる 報知 音力、 特に 視覚 障害者に は 便利で 
あるとの 意見が 提出され た。 し 力、 し， その 報知 内容に 合った 報知 音の 仕お く を 決定す るた めの 知見が 不足し 
ていたた め， 今回の 改正で は その 報知 音 を 新たに 規定す る こと は 見送られた。 

4 適用 範囲に ついて 

今回の 改正で は， 規格の 適用 範囲 は 変更され ていない。 ただし， 対応 国際規格 において， 公共 又は 労働 
の 場所に おける 危険信号に 係る 規格 (ISO 7731, ISO 8201 及び ISO 11429) との 関連が 明記され た。 その 
ため， この 規格で も それに 従って 適用 範囲 を 規定した 力、 この 記述 は 規格の 適用 範囲 を 新たに 制限す る も 
ので はない。 

5 規定 項目の 内容 及び 主な 改正 点 

5.1 用語 及び 定義 （本体の 箇条 3) 

a) 入力 無効 音 （本体の 3.3.2) "入力 無効 音" 力 等 jf たな 用語と して 定義され た。 

b) 削除した 用語 旧規 格で 定義され ていた 用語" 単純 音" 及び" 組合せ 音" は， 対応 国際規格 ISO 24500 
では 削除され たため， この 改正 規格で も 同様に 削除した。 それらの 用語 を 使用し なくても 報知 音の 時 
間 パターン を 規定で きる こと， 及び 本体の 4.5 で 使用され ている 用語 "複合 音" が "組合せ 音" と 混 
同され かねない こと 力 s， その 理由で ある。 それに 伴い， 本体の 表 1 〜表 3 から も "単純 音" 及び" 組 
合せ 音" の 用語 は 削除され た。 

5.2 製品の 報知 音の 一般 要求 事項 （本体の 箇条 4) 

a) 使用者に よる 音量 制御 （本体の 4.1) 報知 音の 音 圧 レベルに 関わる JISS0014 を 注記で 記述した。 

b) 注意 音の 繰返し （本体の 4.2) 及び 報知 音の 停止 （本体の 4.6) 使用者が 誤って 注意 音 を 停止させる 
ことのな いよう， "報知の 原因が 存在す る 間 鳴り 続けなければ ならない" と 規定され た。 また， 使用者 
が 停止で き る 報知 音 か ら 注意 音が 除かれた 。 

C) 削除した 細別 箇条 旧規 格で 規定され ていた， 次の 二つの 細別 箇条 は， 対応 国際規格 ISO 24500 では 
削除され たため， こ の 改正 規格で も 同様に 削除 した。 それら の 細別 箇条 は ユーザ ィ ン タフ ヱ一 スの基 
本 的な 設計 要件に 関わる もので あり， 高齢者 * 障害者 配慮 設計 指針で 特別に 規定す る もので はない こ 
と 力 s， その 理由で ある。 

1) "操作 確認 音に おいて， 使用者が 次の 操作 を 行った 場合に は， 次の 操作の 反応 を fii 先し， 前の 報知 
音 は 中断す る こと。 また， 注意 音 及び 終了 音の 原因が 取り除かれた 場合， 報知 音 は 中断す る こと。" 

解 2 
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[旧規 格の 4. e)] 

2) "操作の 確認， 操作の 誤りな ど を 報知す る 音 は， 操作と 報知に 時間 差がない ようにす る こと。" [(旧 
規格の 4. f)] 
5.3 操作 確認 音 （本体の 5.2 及び 表 1) 

操作 確認 音の 一つと して， "入力 無効 音" の 時間 パターン を 新たに 規定した。 

6 懸案 事項 

この 規格で 新たに 規定され た "入力 無効 音" は， 対応 国際規格の 改正 時に 我が国から 追加 を 提案す る こ 
と と した。 

ルーム エアコン ディ シ ョ ナの 温度 設定の ための 報知 音 （解説の 箇条 3 参照）， 及び 消費生活 製品の その他 
の欐 能に 対応 し た 報知 音の 追加 規定に 関わる 要望が， 消費生活 製品の 生産者 及び 障害者 団体 か ら 寄せられ 
ている。 報知 音の 種類が 増える こと は， 製品の 利便 性の 向上が 期待で きる 一方で， 報知 内容の 誤認に よる 
新たな 混乱 を 使用者に 引き起こす ことにつ ながり かねない。 そのため， 新しい 報知 音の 追加に 当たって は， 
報知 内容の 重要 度 及び 既存の 報知 音と 混同され る 可能性 を 慎重に 検討す る ことが 望ま しい。 

こ の 規格が 規定す る 報知 音の ON/OFF パ ターン は， 各々 の 報知 内容に あ つ た 聴取 印象 を 製品 使用者に 喚 
起す る ことが 実験に よって 確認され ている （本体の 参考文献 [8] 参照）。 しかし， 報知 音 を 用いて 使用者に 
伝達で きる 情報の 種類 と 量に は 限界が ある。 そ こで， 報知 音の 意味す る 内容 を 取扱説明書な どに 記載し， 
使用者が 参照で きる よ う にす る ことが 望ま しい。 取扱説明書 等で 報知 音 を 表現す るに は， 本体の 表 1 〜表 3 
で 用いられた 擬音 語 表現が 有効で ある。 

なお， 製品の 作動 状態 及び 使用方法に 関わる， より 多くの 情報 を 製品 使用者に 伝える 場合， 及び 取扱 説 
明 書 を 読む のが 困難な 使用者 を 考慮す る 場合に は， 音声 ガイ ドの 併用 を 検討す る ことが 望ま しい。 

7 その他 解説 事項 

7.1 入力 無効 音に 関わる 参考 規格 

"入力 無効 音" の 定義 及び その 時間 パターンの 規定に 当たって は， 次の 規格 を 参考に した。 
一 社団法人 ビジネス 機械 • 情報 システム 産業 協会， JBMS-71:2006 ( 高齢者 • 障害者 等 配慮 設計 指針 事 

務 機器 -報 知 音） 
7.2 参考文献 

a) 参考文献 [8] 旧規 格の 原案 作成 に当たって 参照 さ れた 財団法人 家電 製品 協会 "家電 製品 に お け る 操作 
性向 上の ための 報知 音に 関する ガイ ドラ イン 案 （1999 年 8 月）" 及び "家電 製品の 報知 音 モニター 調 
査 （2001 年 3 月）" の 要旨が 英訳され， まとめ 直された 文献で ある。 

b) 参考文献 [9] JTSS(M)13 及び 対応 国際規格 ISO 24500 で 規定され た 報知 音の 時間 パターン 力 も それ ぞ 
れ 操作 確認 音， 終了 音， 又は 注意 音に ふさわしい 音と して 認識され る こと を， アメリカ， 韓国 及び ド 
ィ ッの 聴取者 を 対象に 検証した 実験 結果が まとめられた 文献で ある。 どの 区分の 報知 音に ついても， 
曰 本の 聴取者 を 対象と した 聴取 実験 （本体の 参考文献 [8]) と 基本的に 同じ 結果が 得られ， この 規格が 
規定す る 報知 音の 時間 パターン は 国際的に 通用 性の 高い ことが 示されて いる。 同時に， 各国の 聴取者 
に 特有の 判断 傾 向に ついて 考察 されて いる。 

C) 参考文献 [101 JIS S 0013 及び 対応 国際規格 ISO 24500 で 規定され た 終了 音 及び 注意 音が， 互いに 混同 
して 聴取され る 可能性 を 検討した 実験 結果が まとめられた 文献で ある。 両者の 報知 音 は， 基本的に 他 
方の 区分に 誤って 聴取され る （例えば， 終了 音が 注意 音と して 聴取され る。） 可能性が 低い ことが 確認 

解 3 
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されて いる。 し 力-、 し， 一部の 終了 音で は ON 時間 及び/又は OFF 時間が 非常に 短い 場合， それが 規格 
の 規定 範囲 内で あっても 注意 音 として 聴取 される 可能性が 指摘 されて いる。 

また， この 実験 結果から， 終了 音 又は 注意 音と して 規定され た 時間 パターン について， それぞれ 終 
了 音ら しい 又 は 注意 音 らしい と 聴取者 に 判断 される 程度が 明 ら かにされ た。 こ の 規格で は ， "時間 ノ 、° 夕 
ーンの 順序に かかわり なく， 各 区分から 適切に 選択して よい" と 注記され ている （本体の 5.3 及び 5.4)。 
しかし， 終了 音 及び 注意 音 を それぞれ 一つ 使用したい 場合， 又は 一つの 製品に 複数の 終了 音 又は 注意 
音 を 使用したい 場合 は， この 実験 結果に 基づいて， 互いに 混同して 聴取され に く い 終了 音 及び 注意 音 
を 選択す る とよい。 

8 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

高齢者 • 障害者 配慮 設計 指針 一 消費生活 製品の 報知 音 JIS 原案 作成 委員会 構成 表 



(関係者) 



(事務局) 



所属 

早稲 田 大学 
日本 大学 

財団法人 日本規格協会 
九州 大学 

早稲 田 大学 

独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 

東京 理科大学 

財団法人 日本規格協会 

財団法人 交通 エコロジー • モビリ ティ 財団 

社団法人 日 本 包装 技術 協会 

日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 

社会福祉 法人 日 本 点字 図書館 

財団法人 家電 製品 協会 

株式会社 日立 製作所 

財団法人 テク ノエ ィ ド 協会 

DPI 日本 会議 

社団法人 全日 本 難聴 者 • 中途 失 聴 者 団体 連合会 

全国 「精神病」 者 集団 

WBU 一 AP (アジア 太平洋 地域 協議会） 

社団法人 全国 脊髄 損傷 者 連合会 

社会福祉 法人 全 日 本手 をつな ぐ 育成 会 

財団法人 全日 本ろう あ 連盟 

財団法人 日 本 障害者 リハビリ テ ーショ ン 協会 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 

解 4 



繁 夫久裕 志明栄 彦郎彦 一 ニ雄豊 節義 彦之司 明 修ニ輔 雄 之 枝 弘根賢 志 治 

太 . 

^ 和 高 浩正 道德 光壮 徹富茂 光正 光尚 忠 三 亮富寛 梨 束 孝憲 

氏 内 木 村 原本 丸本 邊佐 井水 中 松 村 村 西 川原 田 屋瀬松 井田 保 崎藤槻 川井片 

山 青木 栃^ 持 山 渡 岩 酒 清 田 久野本 今 小 桐 指 妻 長久 松 内 久岡加 大佐 横 倉 



著作権法 によ り 無断での K 襲， 等 は 禁止され ております。 



解 5 



！ 関係者) 



(事務局) 
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独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
財団法人 共用 品 推進機 構 
財団法人 共用 品 推進機 構 
財団法人 共用 品 推進機 構 
財団法人 共用 品 推進機 構 
財団法人 共用 品 推進機 構 



ワーキンググループ (WG) 構成 表 

所属 

日本 大学 
DPI 日本 会議 

財団法人 交通 ェ コ ロジ一 • モビリ ティ 財団 

社団法人 全日 本 難聴 者 • 中途 失 聴 者 団体 連合会 

財団法人 日本 消費者 協会 

帝京 大学 

岡 山 理科大学 

社団法人 日 本 包装 技術 協会 

社会福祉 法人 日 本 点字 図書館 

社団法人 全国 脊髄 損傷 者 連合会 

社会福祉 法人 全 日本 手 をつな ぐ 育成 会 

慶應義塾 大学 

社団法人 日本 電機 工業 会 

情報通信 ネッ ト ワーク 産業 協会 

財団法人 家電 製品 協会 

財団法人 全日 本ろう あ 連盟 

早稲 田 大学 

財団法人 ベター リ ビング 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

経済 産業 省 

財団法人 日本規格協会 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 
財団法人 共用 品 推進お; 構 
財団法人 共用 品 推進機 構 
財団法人 共用 品 推進機 構 
財団法人 共用 品 推進 fi: 構 
財団法人 共用 品 推進 極 構 

(執筆者 倉片 憲治) 



司 枝 之 子 和 子 一 

紀 

賢 三 安 淳美由 光 

林 樫 川 丸 川 野 岡 

中 富 星 金 森 水 松 



夫 



明修志 隆宏雄 

泰 i^. 忠 富 二 



繁昭雄 之 枝 弘根彦 

富 寛 梨 束 道 



郎彦野 子 明彦ニ 

太 里 

あ 和 正德光 萬和義 光徹 

氏 木 西 佐 川 見 家 藤 井中 屋瀬野 野 口 松 松 内 澤田保 崎 藤 槻邊川 井 片林樫 川 丸 川 野 岡 



志 治 司 枝 之 子 和 子 一 

己 

孝 憲賢三 安 淳美由 光 



青 今 岩 小 長 郷後酒 田 妻 長 中中 樋 久久 山 米 内 久岡加 大渡佐 横 倉 中 富 星 金 森 水 松 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



報知 音 推奨 音 仕様 

a) やて 2 kH? 

がつ いている 徽鐳は OFF 時間， そ の 他の 数値 は ON 時間。 
備考： に IfM 量の 内 »tr 記載， CD-ROM 収録 は， それぞれの 報お 奢に おいて 邐鼸な 國歡を 設定。 







仕様 (spo) 

編 1 1 <n \o» ^し/ 


備考 


1. 


イン トロ ダク シ ヨン 






2. 


受付. スタ一 卜音① 


0.1 




3. 


受付 'スター 卜 音② 


0.15 




4. 


入力 無効 音 


0.1-0.1-0.5 




5. 


停止 音 ® 


0.5 




6. 


停止 音② 


0.6 




7. 


基点 音 (!） 


0.05-0.05-0.05 




8. 


基点 音② 


0.075-0.075-0.075 




9. 


終了 音 (近) ① 


0.5 




10. 


終了 音 (近) ② 


0.8 




11. 


終了 音 (近) ③ 


1.0 




12. 


II 了 音 (近 )® 


0.1-0.5-0.1-0.5-0.1-0.5-0.8 




13. 


終了 音 (遠） ① 


0.3-0.5 


HiS し 回 4Sc は tf:, き： 


14. 


終了 音 (遠) ② 


0.5-0.5 




15. 


終了 音 (遠) ③ 


0.5- ひ '8 


繰 返 し 回数 は 任意 


16. 


終了 音 (遠 )@ 


0.8-1.0 


i!l 返し 回数 は 任意 


17. 


終了 音 (遠 )© 


0.5-0. 8-0.5-0.8-0. 5-0. 8-1. 5 




18. 


終了 音 (遠 )© 


0.5-0.8-0.o-().8-0.5-0.S-(.).r)-0.<S-1.5 




19. 


終了 音 (遠） ⑦ 


0.1-0.1-0.5-0.5 


緣 ii し 回叛は 任意 


20. 


強 注意 音① 


0.1-0.1. 


nil し 回. ね は 任意 


21. 


強 注意 音② 


0.1-0.05 


緣 E し 回 は 任意 


22. 


強 注意 音③ 


0.3-0.15 


mm し 01 歡は任 jt 


23. 


強 注意 音 @ 


0.3-0.1 


繰 返 し 回数 は 任意 


24. 


Th^ Btr I' 


0.5-0.2 


繰 返 し 回数 は 任意 


25. 


リレ j/ 干,' こ' FT^S 


0.5-0.25 


れバ：^し(叫!^^は任意 


26. 




0.1-0.05-0.] -0.5 


緣 返し 0fe は 任意 



製作 ： 財団法人 日本 ザ, V や:， 

制作 協力 ： 独立 行政法 人 乂 jJ: お fli;,';' 研究所 倉片 憲治 



醒 報知 音 推奨 音議 

1. イントロダクション 

2. 受付 • スタート 音① 

3. 受付 'スター ト音② 

4. 入力 無効 音 

5. 停止 音① 

6. 停止 音② 

7. 基点 音① 

8. 基点 音② 

9. 終了 音 

10. 終了 音 

11. 終了 音 

12. 終了 音 

13. 終了 音 



14. 終了 音 遠 

15. ；,; 了 音 m 

16. 終了 音 遠 

17. 終了 音 遠 

18. 終了 音 遠 

19. 終了 音 遠 

20. 注意 音 強 

21. 注意 音 強 

22. 注 g 音 強 

23. 注意 音 強 

24. 注意 音 弱 

25. 注意 音 弱 

26. 注意 音 弱 



e ②③④ ① 

斤 J 近 斤- 斤 J 章 J 



② ③④⑤ ⑥⑦① ②③④ ①②③ 
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こ の CD は， 次の 三つの 部分から あ'; 成 さ れ ています 

1. 報知 音の 音フ アイ ル … 音楽 CD の 形式 

2. 規格 票 (本体) 及び (解説） の テキス ト ファイル 

■■■Windows 用 CD-ROM の 形式 

3. 規格 票 (本体) 及び (解説） の テキストファイル 

■•■Macintosh 用 CD- ROM の 形式 
■ 音楽 CD 及び パ ソ コ ン用 CD-ROM の ハイ ブ リ ッ ド版 ： 報知 音 （ナ レー シ ヨン 入り） 
及び 規格 票の テキス ト ファイル を 収録。 

報知 音 を， 音楽 CD の 形式で 収録。 また， テキストファイル は パソコンで 読 込 
み 可能で あ り （Windows, MacOS 両用） ， 市販の ソフトウエア を 利用 して， 音声で 
聞いたり 点字に^ 換 したりす る ことができる。 





★Jis 規^:;': ひえび jis 規格!? 解説に ついての おに J 台せ は， 規格 開発部 ぼ， a ままで， できる 限 り v[i 子 

メール （E-mail ;sd@jsa,or.jp) 又は FAX [(03)3405-5541] TEL [(03)5770-1571] でお ft^ いいたし ま 
す お 問合せに お答えす るに は， 閱係 先への 確認 等が 必要な ケースが ございま すので， 多少お 時 
間 力 f かかる 場合が ございます。 あらかじめ ご了承く ださい。 
★JIS 規格 票の 正誤 架が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) ひ i 協会 発行の 月刊; 志 "^^^^fw匕と品ttt?埋" に， 正 ■ ,115の内容を揭,[^^1たします,:， 

(2) ft (則と して lit 月 21 FI (21 U が 日 5^ 日 又は 休 曰の Mi 合に は， その 翌 I ョ） に， "口 経 産 

業 新! 及び "日刊 ェ荣新 liir の J1S 発行の 広告 簡で， 正誤 票が 発行され た JIS 規格 番兮及 
び 規格の 名称 をお 知らせいた します。 

なお， 当 協会の JTS 予約者の 方に は， 予約され ている 部 n で 正誤 票が 発行され た 場合， 自動的 
にお 送りいた します。 

★JIS 規格 栗の ご注文 は， 出版ず;?! 部 出版 サービス^ 'M [FAX(O3)3583-0462 TEL(03)3583-8002] 
又は 下記の 当 協会 名古屢 支部， 関西 支部に おきましても 承って おります ので， お 申込みく ださい。 
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札幌 支部 


〒 060-005 1 


札 li 市中 央区稱 1 条 《1 丁目 5 大 通 バス センター ビル 館内 
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